
6 商工費

1 商工費 1 商工総務費

［担当：産業振興課］ P.299

2201 自転車活用推進事業に要する経費 195,247円（53,450円）

［一財 195,247円］

○ 目的

自転車活用推進法が施行されたことにより、国・県では自転車の活用を推進している。

市においても推進会議を設置し、「取手市自転車活用推進計画」を策定し、市の実情に応じ

た取組みを実施することを目的とする。

○ 内容

「取手市自転車活用推進計画」に基づき、関係各課と協議し、市の実情に応じた取組み

を実施する。また、取手市自転車活用推進会議を定期的に開催し、計画の進捗状況の把握

や計画変更などの検討を行った。

・取手市自転車活用推進会議（1回開催）委員謝礼 35,900 円

・自転車安全運転講演会（1回開催）講師謝礼 50,000 円

・自転車安全運転特別授業（2回開催）講師謝礼 100,000 円

・会議通知郵送料 他 9,347円

○ 効果

「取手市自転車活用推進計画」に基づき、市内小・中学校での特別授業や市民を対象と

した講演会を開催し、交通安全教育の推進に寄与することができた。

1 商工費 2 商工振興費

［担当：産業振興課］ P.301

2001 商工業振興助成に関する経費 24,224,855 円（23,037,918円）

［その他 3,820,000円 一財 20,404,855円］

＊ 特財内訳

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 3,240,000 円］

［使用料：駐車場使用料 580,000 円］

○ 目的

市商工会や市内商店街への助成等を行うことにより、市の商工業の発展及び地元消費の

拡大に寄与することを目的とする。

○ 内容

・市営駐車場用地借上料 1,120,086 円

用地所有者：茨城県厚生農業協同組合連合会（東1丁目地先取手協同病院跡地）

駐車場貸出可能台数40台

・商店街活性化事業補助金 690,000 円

補助率：事業費の1／2・限度額200,000円

6団体（市内商店会、東口イルミネーション、ソニックガーデン）

・商工会事業補助金 19,358,000円

取手市商工会職員の人件費 16,874,000円
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産業振興ICT推進事業 2,484,000 円

○ 効果

商工会や市内商店会へ助成することにより、商工会事業の安定化や市内商店会の活性化

に寄与することができた。

［担当：産業振興課］ P.301

2002 買い物弱者支援事業に関する経費 2,000,000 円（2,000,000 円）

［その他 1,400,000円 一財 600,000円］

＊ 特財内訳

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 1,400,000 円］

○ 目的

既存スーパーの撤退、地元商店街の衰退、市民の高齢化に伴う買い物弱者への買い物環

境の改善を図るために、市内に移動販売車を巡回する。

○ 内容

買い物が困難な市民に対して移動販売車にて生鮮三品等の買い物の場を提供する事業者

に対し、取手市買い物弱者支援事業補助金交付要綱に基づき、人件費の一部を支援した。

補助額 2,000,000 円

○ 効果

買い物環境の向上と移動販売事業者への支援をすることにより、高齢者への買い物介助

や見守り等、きめ細やかな対応に繋がる効果があった。

販売カ所数：55カ所 利用者数：18,855人

［担当：産業振興課］ P.301

2006 運送事業者等事業継続支援金給付事業に関する経費 40,417,147 円

（31,001,852円）

［国・県 40,415,000 円 一財 2,147 円］

＊ 特財内訳

［国補：電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金 40,415,000円］

○ 目的

燃料価格等の物価の高騰による影響を強く受けている道路運送事業者の事業継続を支

援し、市内の人流・物流機能を維持するため、市内で道路運送事業等を営む事業者に対し、

支援金を交付する。

○ 内容

対象事業者

・市内に事業所を有する法人又は個人事業者

・令和5年 4月1日時点において、事業を営んでおり今後も事業を継続する意思があ

ること

・対象事業は、貨物自動車運送事業、貸切バス事業、タクシー事業（介護タクシーを

含む）、自動車運転代行業

・市の実施する「取手市物価高騰対策地域公共交通等支援事業補助金」の支給を受け

ている事業者は対象外
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支援金額

・大型自動車、中型自動車又は準中型自動車

1台につき120,000 円

・普通自動車、大型自動二輪車又は普通自動二輪車（125cc 超に限る）

1台につき60,000 円

※ただし、1事業者当たりの上限額は、1,000,000円とする。

申請受付

令和5年 8月 21日から令和5年 10月 31日まで

支援金交付件数

106件（法人：50件・個人：56件）

支援金交付総額

39,600,000円

○ 効果

市内の多くの法人・個人事業者に対し、支援金を交付することにより、運送事業者等の

事業継続に寄与することができた。

［担当：産業振興課］ P.303

2101 中小企業事業資金融資あっ旋事業に要する経費 61,547,117 円（62,231,754 円）

［国・県 35,278 円 その他 30,000,000 円 一財 31,511,839円］

＊ 特財内訳

［県補：令和元年台風15号・19号災害特例利子補給金補助金 35,278円］

［諸収入：自治金融資金貸付金元利収入 30,000,000 円］

○ 目的

市内の中小企業者に対する事業資金の保証を強力にあっ旋し、市内中小企業者の金融の

円滑化を図ることにより、企業の安定と繁栄に寄与する。

○ 内容

取手市中小企業事業資金融資あっ旋制度

茨城県信用保証協会の基本財産である出えん金の拠出を行うとともに、市内金融機関に

1年間の預託を行うことにより、融資実行利率を低利に抑え、制度の基盤を強固なものに

した。また、制度利用者に対し保証料を補助することにより制度利用者の負担軽減を図っ

た。

・制度の内容

・保証料補助の内訳

自治金融 振興金融

内容
設備 1,000万円 返済 7年 設備 2,000 万円 返済 7年

運転 1,000万円 返済 5年 運転 2,000 万円 返済 5年

保証料 年0.45％～1.90％

制度 備考

自治金融 新規 83件、過年度 136件

振興金融 新規 26件、過年度 28件

自治金融・振興金融保証債務残高 1,682,020,000円（408件）
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・その他（本制度に伴う経費）

○ 効果

中小企業者が金融機関から事業資金の融資を受ける際、市が公的な保証人となることに

より、借入が容易になり、中小企業の融資が円滑に実行され、経営の安定化が図られた。

［担当：産業振興課］ P.303

2701 中小企業育成事業に要する経費 368,441 円（3,443円）

［一財 368,441円］

○ 目的

取手市の特産品を都内等で販売する機会を設けることで、取手市及び市内事業者の PR

と販路拡大による市内経済の活性化を図る。

○ 内容

取手市商工会と連携して茨城県のアンテナショップ「イバラキセンス」へイベント出店

し、本市の特産品をPR販売した。

販売期間 1回目：令和5年 6月23日（金）～令和5年6月 24日（土） 2日間

2回目：令和6年 2月10日（土）～令和6年2月 11日（日） 2日間

・普通旅費 12,580円

・消耗品費 355,861円

○ 効果

本市の特産品を市外に発信していくPR事業を行うことで市内事業者や市内特産品を市

外の方に知ってもらう機会を創出し、販路拡大の支援をすることができた。

［担当：産業振興課］ P.303

2801 産業振興に関する経費 20,429,984円（25,448,030円）

［一財 20,429,984円］

（1）地域資源ブランド化事業

○ 目的

地域資源を活用し取手ブランドとしてPRすることで、市の産業全体の活性化を図る。

○ 内容

市内耕作放棄地を活用した、農作物または農作物加工品の特産化の取り組みを支援した

（菜の花油等の食用油、麦等）。

・需用費（高須搾油所及び倉庫電気代） 148,887 円

・委託料（消防設備保守点検委託料） 26,400 円

・負担金（下高井地域振興協議会負担金） 100,000 円

○ 効果

菜の花油等はとりで本舗（取手市商工会）でインターネット販売等を行い、市外にも㏚

することができた。また、小麦粉は市内保育所・保育園のおやつや市内小中学校の給食の

材料として提供し、地産地消や食育に寄与することができた。

制度 金額 備考

自治金融預託金 30,000,000円
市内金融機関6行 13支店に預託

（令和5年 6月 16日～令和6年6月 16日）
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（2）産業活動支援条例に基づく奨励金

○ 目的

産業活動支援条例に基づき、市内に事業所を新設又は増設する企業に対し施設奨励金及び雇

用促進奨励金を交付することにより、産業の振興及び雇用機会の拡大を図り地域経済の活性化

を図る。

○ 内容

・産業活動支援施設奨励金 3社 3件 20,135,000円

固定資産税等相当額（初年度全額、2～5年目2分の1の額）2～5年目 3件

○ 効果

市内に事業所を新設又は増設する企業に対し、施設奨励金を交付することで、産業活動

及び雇用機会創出の支援をすることができた。

［担当：産業振興課］ P.303

2804 創業支援等事業に関する経費 3,949,370 円（3,903,812 円）

［その他 2,878,000円 一財 1,071,370 円］

＊ 特財内訳

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 2,878,000 円］

（1） 創業支援事業補助金 3,509,000円

○ 目的

産業競争力強化法の施行に伴い、市は創業支援等事業者（一般社団法人とりで起業家支

援ネットワーク）と連携して、創業支援等事業計画を作成し、各種創業支援等事業に取り

組んでいる。「起業でまちを元気にする」をキーワードに起業家タウン取手の実現を目指す。

○ 内容

・創業スクール事業

・ビジネスプランコンテスト事業

○ 効果

創業スクールでは創業を希望する方に創業に必要な経営ノウハウを提供することがで

きた。ビジネスプランコンテストのファイナル審査会には多くの方が来場され、市民審査

員として投票をいただき、創業に関心のない方に対しても創業に関する理解と関心を高め

る機会を創出することができた。

（2） 産業振興チャレンジ支援事業補助金 70,000円

○ 目的

市内で起業をした事業者に対し、起業する際に必要な初期費用を補助することにより、

市内での起業を促進し、地域経済の活性化を図る。

開催日 場所 受講者数

令和5年 9月 30日（土）、令和5年 10月 7日（土）

令和5年 10月 14日（土）、令和5年10月 21日（土）

令和5年 11月 4日（土）

取手市商工会館 31人

ビジネスプラン応募数
ファイナル審査会

開催日

ファイナル審査会

市民審査員数

23プラン 令和6年2月 17日（土） 108人
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○ 内容

一般社団法人とりで起業家支援ネットワーク（Match とりで）で起業家カードを発行さ

れた起業者に対して、申請に基づき、10,000 円を限度に補助金を交付した。なお、補助金

の対象となる経費は、市内で提供されたサービスや商品。

○ 効果

補助金を交付することにより、起業の促進及び市内経済の活性化が図られた。

（3） 市民事業活動促進補助金 370,370 円

○ 目的

事業者に対しインキュベーションオフィス等の利用料金を補助することにより、市民の

事業活動を促進し、市内経済の活性化を図る。

○ 内容

インキュベーションオフィス等を利用して事業活動を行う事業者に対し、その一月当た

りの利用料金（光熱水費、通信費その他事業者が実費として支払うもの及びオプションサ

ービスにかかる費用を除く。）が10,000円以上の場合、100分の50に相当する経費を最長

で連続12か月間補助するもの。

○ 効果

補助金を交付することにより、インキュベーションオフィス等を利用して事業展開を行

う事業者を支援することができ、市内経済の活性化につなげることができた。

［担当：産業振興課］ P.303

2901 空き店舗活用事業に要する経費 3,364,000円（3,661,000円）

［その他 3,364,000円］

＊ 特財内訳

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 3,364,000 円］

○ 目的

市内空き店舗の有効利用、まちの賑わいづくり推進のため、市内空き店舗に新規出店す

る者に対し補助金を交付することにより、買い物がしやすい環境づくり及び活性化を図る。

○ 内容

・改装費補助 事業費の1／2補助（上限1,000,000円）

・家賃補助 家賃月額の1／2補助（月額補助の上限50,000 円）補助期間12か月

○ 効果

補助金を交付することにより、市内空き店舗への新規出店の促進ができ、まちの賑わい

創出が図れた。

家賃補助 6件 997,000円 改装費 3件 2,367,000円

［担当：産業振興課］ P.305

3201 わくわく取手生活実現事業に要する経費 27,700,000 円（36,308,805円）

［国・県 20,775,000 円 一財 6,925,000円］

区分 R5 R4

補助件数 7件 9件

区分 R5 R4

補助件数 6件 3件
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＊ 特財内訳

［県補：わくわく茨城生活実現事業補助金 27,700,000円×3／4＝20,775,000円］

○ 目的

東京圏から市内への移住促進及び中小企業等における人手不足の解消を図るため、東京

23区に在住または通勤している方が、取手市へ移住し起業や就業等を行う場合に、茨城県

と共同して移住支援金を支給する。

○ 内容

東京23区に在住または東京圏在住で23区に通勤する方が、当市に移住し、茨城県が移

住支援金の対象とする求人に就職した場合、またはテレワークにより移住前の業務を継続

する場合に、世帯移住100万円、単身移住60万円の移住支援金を支給した。また、18歳

未満の世帯員を帯同して移住した場合は18歳未満の者1人につき30万円を加算して支給

した。

交付件数26件（世帯19件、18歳未満の世帯員15件、単身7件）

・移住支援金 27,700,000 円

○ 効果

移住に伴う経済的負担に対する支援をすることで東京圏から本市への移住を促進するこ

とができた。

1 商工費 3 労働対策費

［担当：産業振興課］ P.305

2001 労働対策に関する経費 8,051,229 円（7,956,070 円）

［その他 3,012,050円 一財 5,039,179 円］

＊ 特財内訳

［諸収入：生涯現役促進地域連携事業推進協議会貸付金元利収入 3,000,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 12,050 円］

（1）取手市地域職業相談室の運営に関する経費

○ 目的

地域職業相談室（取手市ふるさとハローワーク）において、国と市が連携しながら、職

業相談・職業紹介サービスを提供し、安定した雇用機会の確保、就職の促進を図る。

○ 内容

・報酬 2,009,945 円

・需用費（消耗品費、光熱水費、修繕料） 604,408 円

・使用料及び賃借料 2,297,196円

○ 効果

市内に地域職業相談室を設置したことで、身近で職業相談、職業紹介サービスを受ける

ことができるようになり、利便性の向上と就職の促進が図られた。

令和5年度年間利用者数 5,228 人

業務時間 毎週月曜日～金曜日 午前10時～午後5時

主な業務 職業相談、職業紹介と求人情報の提供

相談員 国 2名 受付事務 市 2名
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（2）生涯現役促進地域連携事業推進協議会貸付金 3,000,000円

○ 目的

地域の実情に応じた高年齢者（55歳以上）の多様な就業機会を確保するために、厚生労

働省職業安定局委託事業である「生涯現役促進地域連携事業」を受託する、取手市生涯現

役促進地域連携事業推進協議会に対し、事業実施に必要な事業費の貸付けを行う。

○ 内容

・総合相談事業（コンシェルジュ事業）

とりで生涯現役ネット相談来所者数 204人

・高年齢者雇用新規開拓・啓発事業

696社訪問 新規高年齢者求人 81件

・シンポジウム事業

令和5年 7月10日（月）

『何歳になっても、活躍できる！』

第1部 基調講演

講師：茂木 健一郎（脳科学者）

第2部 パネルディスカッション

テーマ：『何歳になっても、活躍できる！』 パネリスト：各界・団体代表者

・セミナー・スクール事業

セミナー・スクール名 期日・会場 講師 参加者

人生100年時代のライフプラン講座
令和5年

5月 10日（水）

5月 12日（金）

山口 京子氏

（ファイナンシャルプラ

ンナーCFP認定者）

遠藤清次郎氏

（ファイナンシャルプラ

ンナーCFP認定者）

18人

情報収集力を高める！2023春

スマートフォンの入門講座

令和5年

5月 23日（火）

5月 24日（水）

5月 30日（火）

京泉 裕子氏

（パソコンインストラク

ター）

16人

シニア起業で踏み出そう！

定年後の働き方講座

令和5年

6月 19日（月）

吉川 潤子氏

（行政書士・AFP）
16人

情報収集力を高める！2023夏

スマートフォンの入門講座

令和5年

8月 21日（月）

8月 22日（火）

8月 23日（水）

京泉 裕子氏

（パソコンインストラク

ター）

20人

好感力講座
令和5年

9月 5日（火）

古川 智子氏

（株式会社さくらコミュ

ニケーションズ代表取締

役）

44人
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○ 効果

貸付けを実施することで、取手市生涯現役促進地域連携事業推進協議会において、地域

の実情に応じた高年齢者（55歳以上）の多様な就業機会の確保に向けた事業を展開するこ

とができた。

［担当：産業振興課］ P.305

2002 勤労青少年体育センター管理運営に関する経費 834,444 円（829,404円）

［その他 135,300 円 一財 699,144 円］

＊ 特財内訳

［使用料：施設使用料 135,300円］

○ 目的

勤労青少年体育センターの適切な維持管理を行い、取手地域の勤労青少年等の健康増

進・体力向上・地域社会の福祉増進を図る。

○ 内容

・需用費（消耗品費、光熱水費） 328,798円

・役務費（火災保険料） 10,646 円

・委託料（清掃委託料） 495,000 円

終活・相続 お金の話

令和5年

10月 4日（水）

10月13日（金）

山口 京子氏

（ファイナンシャルプラ

ンナーCFP認定者）

41人

福祉のお仕事 基礎講座
令和5年

11月28日（火）

取手市高齢福祉課

地域包括支援センター

（はあとぴあ）

取手市社会福祉協議会

NPO法人（活きる）

16人

シニアのための心理学講座
令和5年

12月13日（水）

椎名 規夫氏

（公認心理師、（一財）日

本コミュニケーショント

レーナー協会代表理事）

29人

やる気アップ講座Withブレインジム
令和6年

1月 30日（火）

貝塚 奈緒美氏

（社会福祉士、日本教育

キネシオロジー協会ブレ

インジムインストラクタ

ー）

36人

野菜のパワーを学ぶセミナー
令和6年

2月 19日（月）

市野 真理子氏

（デザイナーフーズ株式

会社 代表取締役社長）

50人

スマホを楽しむセミナー

令和6年

3月 8日（金）

3月 11日（月）

とりで生涯現役ネット 16人
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○ 効果

施設の適切な維持管理を行うことにより、利用者の健康増進・体力向上・地域活動を行

うための場として利用環境の充実に寄与した。

令和5年度利用者数 2,228人

1 商工費 4 働く婦人の家・勤労青少年ホーム管理費

［担当：産業振興課］ P.307

2001 働く婦人の家・勤労青少年ホーム管理運営に要する経費 12,467,277 円

（16,794,021 円）

［その他 1,401,300円 一財 11,065,977円］

＊ 特財内訳

［使用料：施設使用料 1,390,850 円］

［手数料：コピー手数料 10,450 円］

○ 目的

利用者が余暇を使い趣味の活動や学習活動をするために運営し、施設を良好な状態に保つ

ために維持管理を行い、利用環境の充実に寄与する。

○ 内容

働く婦人の家の適切な維持管理を行う。主な経費は報酬、需用費、委託料である。

・報酬 3,608,916円（会計年度任用職員報酬）

・需用費 5,676,868円（光熱水費、修繕料ほか）

・委託料 2,681,224円（清掃管理委託、夜間運営管理業務委託ほか）

○ 効果

施設の適切な維持管理を行うことにより、利用者の趣味の活動や学習活動を行うための

場として、利用環境の充実に寄与した。

令和5年度利用者数 28,439 人

1 商工費 5 消費生活対策費

［担当：産業振興課］ P.309

2001 消費生活対策に要する経費 11,194,163円（11,733,741 円）

［国・県 915,325 円 その他 42,188 円 一財 10,236,650 円］

＊ 特財内訳

［県補：消費者行政強化事業及び推進事業費補助金 915,325 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 42,188 円］

○ 目的

消費者の権利の尊重と自立のための支援及び苦情や被害を未然に防止するための情報を

提供し、市民の消費生活の安全を確保する。

○ 内容

主な経費は、消費生活相談員の人件費、消費者被害防止のための啓発事業に係る消費者

セミナー、相談窓口講師報償費、消耗品費、印刷製本費、消費生活展委託料、相談員及び

消費者行政職員のスキルアップのための研修費等である。

・消費生活相談員報酬等 8,343,130円

・共済費 1,210,237円
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・報償費 328,500円

・需用費 315,540円

・消費生活展実施委託料 650,000円

・消費生活研修負担金 27,700円

（1）消費生活相談業務

市民（消費者）と事業者との間に生じた商品やサービスに関する相談、助言、苦情、

あっ旋交渉等消費者被害の救済及び未然防止を図った。

（2）消費生活展

市民を対象に消費者問題の中で特に啓発が必要なテーマにしぼった消費生活展を開催

し、参加者に対し問題提起や啓発を行うことで、消費者力の向上を図った。消費生活

展は、従来のイベント形式からセミナー形式に開催方法を変更し、一般向け及び子ど

も向けセミナーを開催した。

（消費生活展 夏休み子ども消費生活セミナー）

（消費生活展2023セミナー）

（3）消費者啓発事業

市民が消費生活に必要な知識を習得する機会を提供し、消費者被害の未然防止を図った。

（消費者セミナー）

（出前講座）

業務日 月曜日～金曜日（市役所開庁日）

相談時間 午前9時～午後4時（但し12時～13時除く）

相談員数 3人

相談件数 1,012 件 （R4：1,083件）

開催日 令和5年 8月 3日（木）

場所 福祉交流センター 多目的ホール

テーマ

ワンモアサイクル～マリオネットを作ってエシカ

ル消費を学ぼう！

講師：美術作家 浅野純人氏・消費生活相談員

参加者数 26人

開催日 令和6年 2月 16日（金）

場所 取手ウェルネスプラザ 多目的ホール

テーマ
落語を聞いて賢い消費者になりましょう

講師：笑福亭学光氏

来場者数 210人

開催日 令和5年 11月 30日（木）

場所 取手ウェルネスプラザ 多目的ホール

テーマ
お財布と環境にやさしいエシカル消費

講師：和田由貴氏

来場者数 150人

実施回数 18回 （R4：10回）

場所 公民館、学校、自治会館他
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（消費生活トラブル防止啓発パネル展示）

（消費者月間）

○ 効果

市民の消費生活に関する相談では、相談者が自ら解決できるよう適切なアドバイスを行

い、様々な情報を提供することで、消費者被害の未然防止に尽力した。また、消費者セミ

ナー、出前講座、消費生活展セミナーを通じて、消費者被害の現状や被害に遭わないため

の対処法等の情報を発信し、啓発を行うことで、市民の消費生活の安全と保護に貢献する

ことができた。

1 商工費 6 観光費

［担当：産業振興課］ P.311

2001 観光事業に関する経費 39,360,186円（37,705,000円）

［その他 26,880,000 円 一財 12,480,186円］

＊ 特財内訳

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 26,880,000 円］

○ 目的

本市の観光事業の振興を図るため、市観光協会の各事業に対し助成を行い、郷土愛の高

揚に貢献する。

○ 内容

（1）小堀古利根周辺清掃管理委託料 360,000 円

（2）漫遊いばらき観光キャンペーン推進協議会負担金 523,000円

（茨城県国際観光テーマ地区推進協議会負担金 70,000 円含む）

（3）市観光協会補助金 38,403,000円

観光協会主催事業

テーマ
・最近の消費生活相談の事例と対処法等

・成年年齢引き下げと若年者の金融トラブル

対象 地域女性学級、地域高齢者団体、PTA連合会等

参加者数 390人（R4：519人）

開催日 令和6年2月16日（金）～3月15日（金）

場所 税申告会場（勤労青少年体育センター）

開催日 令和5年4月29日（土）～5月26日（金）

場所 ふじしろ図書館

テーマ
デジタルで快適、消費生活術～デジタル社会の進展

と消費者のくらし

内容 パネル展示、関連図書コーナー等

事業名 日時 場所 参加者

第68回とりで利根川大花火
令和5年

8月 12日（土）
取手緑地運動公園 約120,000 人

第 55回とりで利根川

たこあげ大会

令和6年

1月 13日（土）
取手緑地運動公園 約2,000 人

第54回とりで利根川

どんどまつり

令和6年

1月 13日（土）
取手緑地運動公園 約500人
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常総地方観光促進協議会事業

構成組織：取手市・つくばみらい市・常総市・関東鉄道（株）

その他の出店イベント

第11回とりで観光

フォトコンテスト

募集期間

令和5年

11 月 1 日（水）

～令和6年

3月 8日（金）

展示期間

令和6年

3月 21日（木）

～3月 26日（火）

展示場所

取手駅前ギャラリー

ロード

応募総数

103点

第19回桜ライトアップ事業

令和6年

4月 1日（月）

～4月 14日（日）

老人福祉センター

さくら荘
約1,500 人

第5回駅前にぎわいフェスタ
令和6年

3月 16日（土）

ウェルネスプラザ

及び取手駅西口周辺
約3,000 人

事業名 日時 場所

関東鉄道×ららぽーと柏の葉

関東鉄道フェスティバル
令和5年 4月 15日（土）

千葉県柏市

ららぽーと柏の葉

第21回 常総千姫まつり 令和5年 5月 14日（日） 茨城県常総市

全国観光PRコーナー
令和5年 8月 30日（水）

～9月 5日（火）

東京都新宿区

都庁全国観光PRブース

常総線

水海道車両基地公開イベント
令和5年 11月 3日（金）

茨城県常総市

常総線水海道車両基地

観光案内アプリの普及促進

（ふらっと！294）

・キャラクターラッピング列車運行

・Ｘ運営

・チャレンジ達成者への記念品配布

事業名 日時 概要

SAKE MEETING2023秋
令和5年

10月 14日（土）

アトレ取手4階にて開催される、県

内の酒蔵が集まり、お酒の試飲や購

入ができるイベント。会場にて、観

光パンフレット等を配布し、観光PR

を行った。

みなかみ町

豊楽まつり2023

令和5年

10月 22日（日）

市と友好都市協定を締結している群

馬県みなかみ町にて、物産及び観光

パンフレット等を配布し、観光PRを

行った。

南相馬市

交流自治体フェア

令和5年

11月 3日（金）

市と災害協定相互援助（応援）協定

を締結している福島県南相馬市に

て、物産販売及び観光パンフレット

等の配布による観光PRを行った。
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○ 効果

とりで利根川大花火、駅前にぎわいフェスタ等の観光協会事業の開催により市内外から

多くの来場者にお越しいただいた。また市外のイベントにも積極的に参加することで、観

光誘客促進を図ることができた。

茨城シクロクロス
令和6年

2月18日（日）

小貝川リバーサイドパークにて開催

される、自転車のレースイベント。

観光協会会員の店舗が飲食店として

出店した。あわせて観光パンフレッ

ト等を配布し、観光PRを行った。
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